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社
会
を
明
る
く
す
る
運
動
伝
達
式　
（
役
場
）

備
後
漬
物
株
式
会
社
視
察
研
修　
（
広
島
県
）

阿
久
根
地
区
消
防
組
合
議
会　
（
阿
久
根
市
）

長
島
町
フ
ァ
ー
マ
ー
ズ
ク
ラ
ブ
総
会　
（
鷹
巣
）

長
島
町
農
業
再
生
協
議
会
総
会

町
長
相
談　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
役
場
）

鹿
児
島
相
互
信
用
金
庫
本
部
新
理
事
長
あ
い
さ
つ

（
鹿
児
島
市
）

三
地
区
親
善
体
育
大
会　
　
　
（
阿
久
根
市
）

県
港
湾
協
会
総
会
・
懇
談
会　
（
鹿
児
島
市
）

南
九
州
西
回
り
自
動
車
道
建
設
促
進
期
成
会
総
会

北
薩
広
域
行
政
事
務
組
合
理
事
会（
出
水
市
）

小
浜
海
水
浴
場
海
開
き　
（
小
浜
海
水
浴
場
）

出
水
地
域
開
発
促
進
協
議
会
総
会　
（
役
場
）

全
国
市
町
村
水
産
業
振
興
対
策
協
議
会
常
任

理
事
会　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
東
京
都
）

全
国
漁
業
信
用
基
金
協
会
業
務
説
明
会

国
保
連
合
会
理
事
会　
　
　
　
（
鹿
児
島
市
）

町
村
会
理
事
会　
　
　
　
　
　
（
鹿
児
島
市
）

九
州
地
区
漁
港
漁
場
大
会
代
表
者
会
議
・
交
流
会

九
州
地
区
漁
港
漁
場
大
会　
　
　
（
宮
崎
県
）

東
町
漁
協
女
性
部
通
常
総
会　
　
　
（
鷹
巣
）

鹿
児
島
県
立
公
立
学
校
施
設
整
備
期
成
会
評
議
員
会

（
鹿
児
島
市
）

長
島
町
水
泳
記
録
会　
　
　
　
　
　
（
鷹
巣
）

令
和
元
年
度
出
水
地
区
社
会
基
盤
整
備
推
進

協
議
会
定
期
総
会　
　
　
　
　
　
（
出
水
市
）

北
薩
広
域
行
政
事
務
組
合
議
会　
（
出
水
市
）

農
林
水
産
技
術
員
連
絡
協
議
会
総
会（
鷹
巣
）

長
島
町
戦
没
者
追
悼
式　
（
町
文
化
ホ
ー
ル
）

湯
ノ
口
砂
防
課
陳
情　
　
　
　
（
鹿
児
島
市
）

国
保
連
合
会
通
常
総
会
・
臨
時
理
事
会

（
鹿
児
島
市
）

葛
輪
漁
港
埋
め
立
て
工
事
着
工
式　
（
葛
輪
）

夏
祭
り
納
涼
大
会　
　
（
あ
づ
ま
海
水
浴
場
）

ブ
リ
の
つ
か
み
取
り
大
会

あ
づ
ま
Ｃ
Ｕ
Ｐ
２
０
１
９
ビ
ー
チ
バ
レ
ー
大
会

（
あ
づ
ま
海
水
浴
場
）

浜
漉
農
道
陰
平
線
お
祝
い　
　
　
　
（
浜
漉
）

北
薩
広
域
行
政
事
務
組
合
議
会　
（
出
水
市
）

町
長
相
談　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
田
尻
）

子
ど
も
・
子
育
て
会
議　
　
　
　
　
（
役
場
）

長
島
町
議
会
第
２
回
臨
時
会　
　
　
（
役
場
）

７月

消費税・地方消費税の税率は 10㌫へ

税率引き上げは社会保障制度を次世代に引き継ぎ、
皆が安心できる社会にするために必要です。

引き上げ分は、全ての世代を対象とする
社会保障のために使われます。

家計と景気、両方の視点から対策を実施します。

皆が安心できる社会にするためには、安定した財源を確保し、社会保障制度を次世代に引き継
ぐとともに、全世代型へ転換していく必要があります。そのためには 10 ㌫への税率の引き上
げが必要です。

引き上げ分は、消費税・地方消費税ともに、①待機児童の解消②３歳から５歳までの幼児教育・
保育の無償化③真に支援が必要な学生の高等教育（大学など）の無償化④介護職員の処遇改善
⑤所得の低い高齢者の介護保険料の軽減⑥所得の低い年金受給者への給付金の支給などに使わ
れます。

飲食料品（お酒・外食を除く）と新聞（定期購読契
約、週２回以上発行）に係る税率を８㌫に据え置き
ます（軽減税率制度）。
　このほか、家計や景気への影響を緩和するための
各種対策を実施します。 プレミアム付

き商品券
自動車や住宅の
購入など支援

キャッシュレス
決済のポイン
ト還元

一般に「消費税」と呼ばれるものは消費税（国税）と地方消費税（地
方税）を合計したものです。地方消費税収は地方自治体の貴重な財源
として住民の身近な行政に生かされています。
※ 10 ㌫のうち 2.2 ㌫は地方消費税です。

10 月
１日
から
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